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1．「非経常的な利益」の判断基準

無断転載・複写禁止 4

質問
類似業種比準価額の1株当たりの利益金額の計算上控除項目とされている「非経常的な利
益金額」の例として固定資産売却益が挙げられていますが（評価通達183（2））、評価
会社の決算書上、ほぼ毎期固定資産売却益が計上されているような場合、「非経常的な利
益金額」に該当するとして控除してよいのかどうか判断に悩みます。「非経常的な利益金
額」の判断基準について教えてください。

評価通達183（2）
「1株当たりの利益金額」は、直前期末以前1年間における法人税の課税所得金額（固定
資産売却益、保険差益等の非経常的な利益の金額を除く。）に、その所得の計算上益金に
算入されなかった剰余金の配当（資本金等の額の減少によるものを除く。）等の金額（所
得税額に相当する金額を除く。）及び損金に算入された繰越欠損金の控除額を加算した金
額（その金額が負数のときは、0とする。）を、直前期末における発行済株式数で除して
計算した金額とする。
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回答
「非経常的な利益金額」の判断基準としては、評価会社の事業の内容、その利益の発生原因、その発
生原因たる行為の反復継続性又は臨時偶発性等を考慮して個々の事例ごとに個別的に判断する必要が
あります。

ご質問の評価会社では基本的に毎期固定資産売却益が計上されているとのことですが、加えて以下事
項を総合的に勘案して判断されるのがよろしいかと思われます。

総合的勘案事項
①その固定資産売却益まであらかじめ事業内容（予算や事業計画等）に含まれているか否か
②金額的な重要性（例えば営業利益に占める割合など）
③損益計算書上での表示区分（売上高、営業外収益、特別利益）

（参考）
補助資料①：H28.7 資産税審理研修資料（TAINS）
補助資料②：井上幹康「頻出事例・スキームにみる非上場株式の評価Q&A60」（令和5年、中央経済
社）6-9頁
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出典：竹内陽一・掛川雅仁・村上晴彦・堀内眞之編「六訂版 詳説／自社株評価Q&A」（2023年10月、清文社）224頁



2．発行法人の自己株式の取得によりみなし配当を受けた場合
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質問
A社は直前期中にB社株式（関連法人株式等）をB社に全株譲渡したことにより、みなし配当
を受けました。A社株式の類似業種比準価額の計算上、1株当たりの利益金額の計算で注意
すべき点を教えてください。

A社の損益計算書抜粋
特別利益の部 関係会社株式売却益：60,000,000円

うち B社みなし配当：40,000,000円
B社株式売却益：20,000,000円

A社の法人税別表4抜粋
減算欄 受取配当金の益金不算入額：38,600,000円

うち B社みなし配当に係る益金不算入額：38,400,000円
その他の配当に係る益金不算入額：200,000円
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回答
特に⑫⑬⑭欄の記載金額ミスに注意が必要です。

⑫非経常的な利益金額：21,600,000円（＝PL 関係会社株式売却益60,000,000円－別表4
受取配当金の益金不算入額のうちB社みなし配当に係る38,400,000円）

⑬受取配当等の益金不算入額：200,000円（みなし配当以外の分）

XXX 21,600 200 XXX XXX XXX

よくあるミス：PL関係会社株式売却
益60,000千円がそのまま記載され
ている。

よくあるミス：別表4受配益金不算入額
39,000千円がそのまま記載されている。

よくあるミス：みなし配当に係る
所得税額まで記載している。



2．発行法人の自己株式の取得によりみなし配当を受けた場合
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⑭欄○

⑭欄×
みなし配当の記載欄



3．被相続人の死亡退職金等がある場合
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質問
純資産価額の計算上、課税時期においてまだ負債として計上されていないもののうち、
被相続人の死亡により相続人その他の者に支給することが確定した退職手当金、功労金
その他これらに準ずる給与の金額（以下「死亡退職金等」という。）を負債に含めるこ
ととされています（評価通達186（3））。

類似業種比準価額の計算でも、同様に被相続人の死亡退職金等を直前期の1株当たりの利
益金額及び純資産価額の計算上、控除してもよいでしょうか。
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回答
類似業種比準価額の計算では、比準要素（配当、利益、純資産）について、標本会社の数値
（前年の10月末日以前の直近1年間に終了した事業年度）と評価会社の数値をできるだけ揃
えることで、その合理性を担保しています（比準要素の時期及び内容の同質性）。

ご質問のように直前期末の比準要素（利益、純資産）から被相続人の死亡退職金等を控除す
ると、比準要素の時期及び内容の同質性が崩れるため、控除は認められていません。

（参考）
H18.5.2非公開裁決（TAINS:F0-3-172）

（補足）
課税時期が直後期末に近い場合に直後期末の比準要素で計算できないのも同様の理由による。
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4．無償返還届出方式と借地権20％資産計上の取扱い

前提
地主甲と借地人A社間で、無償返還届出書を提出
し、土地公租公課の3倍程度の地代を授受してい
ます。

質問1
甲が死亡した場合、A社株式の純資産価額の計算
上、借地権20%相当を資産計上する必要があり
ますでしょうか。

質問2
乙が死亡した場合、A社株式の純資産価額の計算
上、借地権20%相当を資産計上する必要があり
ますでしょうか。

建物（自社工場）

借地権20%？：同族会社

土地
→貸宅地80%

乙（甲の配偶者）甲

A社（同族会社）

株式評価
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4．無償返還届出方式と借地権20％資産計上の取扱い

相当の地代通達8「土地の無償返還に関する届出書」が提出されている場合の貸宅地の評価
借地権が設定されている土地について、無償返還屈出書が提出されている場合の当該土地に係る貸宅地の価額は、
当該土地の自用地としての価額の100分の80に相当する金額によって評価する。

なお、被相続人が同族関係者となっている同族会社に対し土地を貸し付けている場合には、43年直資3-22通達の適
用があることに留意する。この場合において、同通達中「相当の地代を収受している」とあるのは「「土地の無償
返還に関する届出書」の提出されている」と読み替えるものとする。
（注） 使用貸借に係る土地について無償返還届出書が提出されている場合の当該土地に係る貸宅地の価額は、当
該土地の自用地としての価額によって評価するのであるから留意する。

43年直資3-22通達 相当の地代を収受している貸宅地の評価について

標題のことについて、課税時期における被相続人所有の貸宅地は、自用地としての価額から、その価額の20%に相
当する金額（借地権の価額）を控除した金額により、評価することとされたい。

なお、上記の借地権の価額は、昭和39年4月25日付直資56相続税財産評価に関する基本通達32の（1）の定めにか
かわらず、被相続人所有のI株式会社の株式評価上、同社の純資産価額に算入することとされたい。

43年個別通達から読み取れる借地人法人における借地権20%相当の資産計上要件
→被相続人が同族株主、かつ、土地所有者であること
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4．無償返還届出方式と借地権20％資産計上の取扱い

質問1回答
甲が死亡した場合
被相続人甲が同族株主、かつ、土地所有者のため、
A社株式の純資産価額の計算上、借地権20%相当
を資産計上する必要があります。
（相当の地代通達8、43年直資3-22通達）

質問2回答
乙が死亡した場合
被相続人乙は同族株主ではあるものの、土地所有
者ではないため、A社株式の純資産価額の計算上、
借地権20%相当を資産計上する必要はありません。
（相当の地代通達8、43年直資3-22通達）

建物（自社工場）

借地権20%？：同族会社

土地
→貸宅地80%

乙（甲の配偶者）甲

A社（同族会社）

株式評価
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4．無償返還届出方式と借地権20％資産計上の取扱い

前提変更
地主甲と借地人A社間で、無償返還届出書を提出
し、土地公租公課の3倍程度の地代を授受してい
ます。A社は建物を第三者に貸工場として賃貸し
ています。

質問3
甲が死亡した場合、A社株式の純資産価額の計算
上、借地権20%相当を資産計上するので問題ない
でしょうか。

建物（貸工場）

借地権20%？：同族会社

土地
→貸宅地80%

甲

A社（同族会社）

株式評価
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4．無償返還届出方式と借地権20％資産計上の取扱い

質問3回答
甲が死亡した場合、A社株式の純資産価額の計算上、
借地権相当として資産計上するのは貸家建付借地権
の評価減を適用した価額になります。

貸家建付借地権
＝自用地評価額×20%×（1-30％×賃貸割合100%）

（参考）
補助資料③：H20.12資産税審理研修資料

建物（貸工場）

借地権20%？：同族会社

土地
→貸宅地80%

甲

A社（同族会社）

株式評価
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4．無償返還届出方式と借地権20％資産計上の取扱い

前提変更
甲は、A社とB社の同族株主です。
地主B社と借地人A社間で、無償返還届出書を提出
し、土地公租公課の3倍程度の地代を授受してい
ます。

質問4
甲が死亡した場合、A社株式の純資産価額の計算
上、借地権20%相当を資産計上する必要がありま
すでしょうか。

建物（自社工場）

借地権20%？：同族会社

土地
→貸宅地80%

甲

A社（同族会社）

株式評価

B社（同族会社）
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4．無償返還届出方式と借地権20％資産計上の取扱い

同族会社である株式会社の同族関係者が、その所有に係る土地を、相当の地代を収受して当該会社に賃貸してい
る場合において、その同族関係者に相続が発生したときは、相続税課税上、当該賃貸に係る土地の価額から20%
の借地権相当額が控除されるだけであるとするならば、同族関係者は当該会社に対して支配するという関係を有
することを考慮すると、相当の地代を収受して同族会社に土地を賃貸する方法を採る場合と権利金及び通常の地
代を収受して同族会社に土地を賃貸する場合とで、課税の取扱い上不公平を生ぜしめることになる。

そこで、地主と借地人が上記のような関係にある場合には、20%の借地権相当額を同族会社の純資産価額に算入
することで、貸付けに係る土地の評価額を株式の評価額を通じて100%顕現（地主の株式の所有割合などにより
必ずしも100%顕現できるわけではないが）させることが課税の公平上適当と考えられるからであり、当審判所
においても、これらの取扱いは、借地権相当額を同族会社の純資産価額に算入すべき場合を必要十分に示してい
るとはいえないものの、上記の場合の定めとしては合理的なものであると解する。
（中略）

本件解説書（平成3年版相続税法基本通達逐条解説）の「被相続人が同族関係者となっている同族会社にその土地
を貸し付けている場合」との表現は、同通達に記載のある43年通達の事例に即して、事例としての頻度が高い相
続税課税の場合を例として引用したにすぎず、加えて、株式の贈与の場合に適用されない旨の積極的な記述も認
められないことからすれば、・・・

出典：H27.3.25公表裁決（https://www.kfs.go.jp/service/JP/98/05/index.html）
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4．無償返還届出方式と借地権20％資産計上の取扱い

質問4回答（私見）
◼ 個別通達で借地権20%資産計上としている趣旨
借地人法人の同族株主が土地を実質的に完全所有していると認められる場合、無償返還
方式又は相当の地代方式を採用することで土地価値が100%顕在化されないとすれば、
100%顕在化する場合（権利金方式や通常の地代の場合）と課税の公平が保てないため、
それを是正する点にある。

◼ ご質問の場合（当てはめ）
借地人法人の同族株主甲が土地（底地）を直接所有している場合（43年個別通達の前
提）とは異なりますが、借地人法人Ｂの同族株主甲が、自身が同族株主である法人Ａを
通じて間接的に土地（底地）を所有しており、甲が法人ＡＢを通じて実質的に土地を完
全所有していると認められ、個別通達の趣旨は共通して当てはまるものと思われます。

したがって、借地人法人Bの純資産価額の計算上、借地権20%相当を資産計上するのが
妥当（理論的）ではないかと考えます。
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質問
相続税申告に当たりA社（非上場）の株式評価を行う必要があります。
A社の直前期末の貸借対照表上、自社ビル（土地建物）が計上されています。
純資産価額の計算上、8階の長男居住部分も家賃を回収していることから貸家及び貸家建付
地の評価減を行ってよいでしょうか。

自社ビルの概要
所在地：神奈川県横浜市
建物：SRC造地上8階建・平成元年8月新築
課税時期の利用状況：1階から7階までは貸事務所として第三者のテナントに賃貸中です。
8階は被相続人の長男（A社取締役）が居住しており、家賃を給与天引きで回収しています。
長男と会社間で建物賃貸借契約書（書面）は作成されてません。
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回答
8階に居住している長男と会社間の契約が以下①②のいずれに該当するかで、取扱いが異なります。
①通常の建物賃貸借契約

→貸家及び貸家建付地の評価減○
②役員との委任契約を前提にした社宅としての貸付け

→貸家及び貸家建付地の評価減×

①②のいずれかは事実認定によることになります。
ご質問の場合、長男と会社間で建物賃貸借契約書（書面）は作成されていないとのことですので、
現行家賃の水準、敷金・礼金の有無、役員社宅規定の有無等から判断することになると思われます。

（参考）
国税庁HP質疑応答事例「従業員社宅の敷地の評価」

（補足）
既に相続が開始してしまっていますが、仮に①通常の建物賃貸借契約であるのであれば、建物賃貸
借契約書（書面）をあらかじめ作成しておいた方がよいでしょう。
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質問
相続税申告に当たりA社（非上場）の株式評価を行う必要があります。
A社の直前期末の貸借対照表上、建設仮勘定が計上されています（以下内訳）。

建設仮勘定の内訳
請負工事代金の着手金・中間金：440,000,000円（10%税込）
設計料：33,000,000円（10%税込）

評価通達91（建築中の家屋の評価）における費用現価の算出に当たり請負業者に工事進捗
率を問い合わせたところ回答いただけませんでした。
どのように評価したらよいでしょうか。

評価通達91  建築中の家屋の評価
課税時期において現に建築中の家屋の価額は、その家屋の費用現価の100分の70に相当す
る金額によって評価する。
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回答
◼ 理論上の取扱い
請負契約の場合の費用現価の計算方法

費用現価＝請負工事代金総額（※）×課税時期における工事進捗率＋設計料（※）
※実務上、原則税込（ただし、課税事業者の課税仕入れの場合は税抜）

（参考）
笹岡宏保「平成25年2月改訂/具体事例による財産評価の実務-相続税・贈与税-Ⅰ」（2013年、清文社）1123頁
渡邉定義・村上晴彦・小坂明正「税務担当者と実務家のための相続税・贈与税 体系 財産評価」（令和3年、大蔵財務協会）443頁

費用現価と建設仮勘定の金額の大小関係により以下の通り評価方法が異なります。
①費用現価＝建設仮勘定の場合

相続税評価額欄：費用原価（＝建設仮勘定）×70%
帳簿価額欄：建設仮勘定の金額

②費用現価＜建設仮勘定の場合
相続税評価額欄：費用原価×70%＋前渡金相当額（建設仮勘定－費用現価）
帳簿価額：建設仮勘定の金額

③費用原価＞建設仮勘定の場合
相続税評価額欄：費用原価×70%
帳簿価額欄：建設仮勘定の金額＋下記未払金
負債に未払金計上：費用原価－建設仮勘定（相続税評価額欄、帳簿価額欄とも同額）

（参考）
補助資料④：TAINS 相談事例1335
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回答
◼ 質問の場合
被相続人が課税時期までに支出した請負金額と設計料の合計（意味合いは建設仮勘定相当）の
70％で評価するのが妥当とされた裁判例があります（参考）。
（参考）
東京高裁H11.8.30（TAINS:Z244-8469）,千葉地判H10.10.26（TAINS:Z238-8265）。

この裁判例では、工事進捗率による費用現価の計算がなされておらず、費用現価＝建設仮勘定と
とらえていますが、ご質問でも工事進捗率が不明である以上、費用現価＝建設仮勘定と割り切っ
て、以下①の通り評価せざるを得ないかと思われます。

①費用現価＝建設仮勘定の場合
相続税評価額欄：費用原価（＝建設仮勘定（※））×70%
帳簿価額欄：建設仮勘定の金額

※実務上、課税事業者の場合、税抜にするのが原則とされていますが、工事進捗率が不明であり、
②費用現価＜建設仮勘定の場合もあり得る点を考慮して、保守的に税込で計算するのも一法かと
思われます。



7．課税時期前3年以内に取得したタワマンがある場合

無断転載・複写禁止 25

質問
令和6年8月末にA社（非上場）の株式を生前贈与するにあたり、株式評価を行う必要があ
ります。純資産価額の計算上、課税時期前3年以内に取得した土地建物は時価評価する必要
がありますが、以下タワマンの時価評価はどうしたらよいでしょうか。

A社の取得したタワマン（区部所有）の概要
所在地：東京都23区内
建物：RC造・地上33階・平成●●年●月新築
専有部分：地上13階・居宅・70.66㎡
取得時期：令和4年6月
取得時から課税時期までの利用状況：月27万円で賃貸中
直前期末の簿価：建物 31,300,000円

土地 47,400,000円
合計 78,700,000円
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評価通達185（純資産価額）かっこ書部分抜粋
評価会社が課税時期前3年以内に取得又は新築した土地及び土地の上に存する権利（以下「土地等」
という。）並びに家屋及びその附属設備又は構築物（以下「家屋等」という。）の価額は、課税時期
における通常の取引価額に相当する金額によって評価するものとし、当該土地等又は当該家屋等に係
る帳簿価額が課税時期における通常の取引価額に相当すると認められる場合には、当該帳簿価額に相
当する金額によって評価することができるものとする。

回答
以下のような時価評価方法が考えられます。
① 不動産鑑定評価による方法
② 不動産業者の無料査定による方法
③ 同一マンション内の成約事例や売出事例から査定する方法
④ 帳簿価額による方法
⑤ 評価通達を準用する方法
私見としては、⑤以外の方法によるべきと考えます。
外部業者に頼らず税理士のみで評価するのであれば、③売出事例から査定する方法、及び④帳簿価額
による方法になります。帳簿価額をそのまま使用するのではなく、直近の東京都のマンション価格水
準の上昇を考慮して帳簿価額を補正して評価するのが望ましいと考えます。
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出典:（一財）日本不動産研究所「不動産住宅価格指数（2024年5月現在）」

不動研住宅価格指数とは、公益財団法人東日本不動産流通機構より提供さ
れた首都圏既存マンション（中古マンション）の成約価格情報を基に、同
質性を有する物件が 2 度売買された時のデータペアにより既存マンション
の価格変化を指数化したものである。

帳簿価額による方法
直前期末の簿価：建物 31,300,000円

土地 47,400,000円
合計 78,700,000円…①

東京の指数
2024年5月（課税時期）：139.93
2022年6月（取得時期）：124.02

①×139.93/124.02≒88,800,000円
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同一マンション内の売出事例から査定する方法

同一マンション内の売出事例1
地上12階・居宅・64.24㎡
売出価格：89,800,000円
家賃収入：3,540,000円/年（295,000円/月）
表面利回り：3.94％

同一マンション内の売出事例2
地上14階・居宅・64.24㎡
売出価格：87,800,000円
家賃収入：3,240,000円/年（270,000円/月）
表面利回り：3.69％

同一マンション内の売出事例3
地上3階・居宅・47.64㎡
売出価格：79,800,000円
家賃収入：3,000,000円/年（250,000円/月）
表面利回り：3.75％

対象マンションの評価額（概算収益価格）
3,240,000円÷3.94％≒82,200,000円

3,240,000円÷3.69%≒87,700,000円
～
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出典：国税庁報道発表資料「令和5年6月30日マンションに係る財産評価基本通達に関する有識者会議について」

評価通達を準用する方法

重回帰式による理論的な市場価格の問題点
◼ あくまでも「重回帰式による理論的な市場価格」に過ぎない。
◼ 評価対象となるマンション住戸の実際の市場価格と乖離している可能性は十分あり得る。
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子会社株式がある場合の留意点3選

① 子会社の純資産価額計算上、評価差額に対する法人税等相当額の控除
なし（評価通達186-3（注））

② 子会社からの配当金がある場合、評価会社（親会社）の純資産価額
（直前期末方式）計算上、配当期待権や未収配当金を資産計上するの
が妥当（私見）

③ 株主50人未満の適格株式移転又は適格株式交換で子会社化した場合、
評価会社（親会社）の純資産価額計算上、現物出資等受入差額の加算
あり（評価通達186-2（2））
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②子会社からの配当金がある場合、評価会社（親会社）の純資産価額（直前期末方式）
計算上、配当期待権や未収配当金を資産計上するのが妥当（私見）

子
会
社
の
直
前
期
末

（
子
会
社
の
配
当
金
交
付
の
基
準
日
）

子
会
社
の
配
当
金
交
付
効
力
発
生
日

（
子
会
社
の
株
主
総
会
の
日
）

子会社株式の評価
4表 類似：1株当たり配当金額を控除（評価通達184（2））
5表 純資産（直前期末方式）：未払配当金を負債計上（明細書通達）

子会社株式の評価
3表で配当期待権を控除
（評価通達187（1））

翌日

評価会社（親会社）株式の純資産価額（直前期末方式）
A法：子会社株式が配当落になっているため、その見返りとして配当期待権や未収配当金を計上すべき（講師私見）。
B法：評価会社の直前期末において配当期待権や未収配当金は発生していないので計上不要。
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②子会社からの配当金がある場合、評価会社（親会社）の純資産価額（直前期末方式）
計算上、配当期待権や未収配当金を資産計上するのが妥当（私見）

（参考）
最判H9.9.4（TAINS:Z228-7974）、大阪高判H8.1.26（TAINS:Z215-7650）、大阪地判H7.3.28
（TAINS:Z208-7488）
→取引相場のない株式の評価を直前期末の純資産価額により行う場合においても生命保険金請求権のよ
うに会社の通常の営業活動とは別個の原因から生じ、かつ仮決算を行わなくとも容易に計上する資産が
あるときは、それが直前期末までに成立している生命保険によるか否かにかかわらず、直前期末の資産
とは別に資産に計上するのが相当であるとされた事例

A法の根拠
◼ 子会社株式が配当落になっているため、その見返りとして配当期待権や未収配当金を計上するのが理

論的。
◼ 直前期末方式はあくまでも例外的な取扱いに過ぎない。
◼ 子会社株式の配当期待権や未収配当金は仮決算を行わなくても容易に把握・計算可能。
◼ 子会社株式の配当期待権や未収配当金の金額的重要性が高い場合、直前期末方式の要件（直前期末か

ら課税時期までの間に資産及び負債について著しい増減がない）に抵触する可能性もあり得る。
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③ 株主50人未満の適格株式移転又は適格株式交換で子会社化した場合、評価会社（親
会社）の純資産価額計算上、現物出資等受入差額の加算あり（評価通達186-2（2））

◼ 通達（評価通達186-2 ）
現物出資等受け入れ差額の加算を検討する場面として定められているケース
① 現物出資により著しく低い価額で受け入れた資産がある場合
② 合併により著しく低い価額で受け入れた資産がある場合
③ 株式交換により著しく低い価額で受け入れた株式がある場合
④ 株式移転により著しく低い価額で受け入れた株式がある場合
⑤ 株式交付により著しく低い価額で受け入れた株式がある場合

◼ 実務
現物出資等受け入れ差額の加算を検討する場面として遭遇頻度が高いのは、株主50人未満の適格
株式移転又は適格株式交換で子会社株式を取得している場合が考えられる。
（理由）
現物出資と合併は平成13年組織再編税制導入後は受入価額を恣意的に低額にできなくなっている。
株式交付の税制は令和3年税制改正で導入されたが、令和5年税制改正で株式交付直後に株式交付
親会社が同族会社となる場合は、株主50人未満の場合の取得価額の引継ぎの適用がなくなった
（措令39の10の④）。
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③ 株主50人未満の適格株式移転又は適格株式交換で子会社化した場合、評価会社（親
会社）の純資産価額計算上、現物出資等受入差額の加算あり（評価通達186-2（2））

設例

株主50人未満の
単独株式移転
（税制適格）

A社（大会社）
類似：5億円

簿価純資産：10億円

オーナー株主
取得価額：1,000万円

A社（大会社）
類似：5億円

簿価純資産：10億円

株式移転完全親法人
（新設）

オーナー株主
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③ 株主50人未満の適格株式移転又は適格株式交換で子会社化した場合、評価会社（親
会社）の純資産価額計算上、現物出資等受入差額の加算あり（評価通達186-2（2））

株式移転完全親法人（新設）の会計税務処理

◼ 会計仕訳（適用指針258、239（1）①、会社計算規則52）
A社株式 10億円／資本金 1,000万円

／資本剰余金 9億９千万円

◼ 税務仕訳（法令119①十二イ）
A社株式 1,000万円／資本金等 1,000万円
株式移転直前の株主50人未満の場合、完全子法人の株主の移
転直前の帳簿価額を引き継ぐ。

◼ 税務調整（別表5(1)）
利積 9億9千万円①／A社株式 9億9千万円
資本金等 9億9千万円③／利積 9億9千万円②

別表5（1）（株式移転による調整部分のみ抜粋）

利益積立金額

項目 期首 減 増 期末

A社株式 ▲ 990,000,000 ▲ 990,000,000

資本金等の額 990,000,000 990,000,000

計 0 0 0 0

資本金等の額

項目 期首 減 増 期末

資本金 10,000,000 10,000,000

資本剰余金 990,000,000 990,000,000

利益積立金額 ▲ 990,000,000 ▲ 990,000,000

計 10,000,000 0 0 10,000,000

①

②

③

検証
A社株式の税務上（法人税法上）の帳簿価額
＝B/S 10億円＋別表5（1）▲9億9千万円
＝1,000万円（税務仕訳と一致）

税務上の資本金等の額
＝別表5（1）1000万円（税務仕訳と一致）
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③ 株主50人未満の適格株式移転又は適格株式交換で子会社化した場合、評価会社（親
会社）の純資産価額計算上、現物出資等受入差額の加算あり（評価通達186-2（2））

株式移転完全親法人の5表抜粋 単位：千円

子会社株式 600,000※ 10,000

相続税評価額 帳簿価額

600,000 10,000

500,000 10,000

600,000

500,000

100,000

37,000

563,000

よくあるミス：会計上の簿価10億円がその
まま記載されている。

よくあるミス：㋥㋭の記入漏れ。子会社株式
を保有し続ける限り記載が必要。

※課税時期の原則的評価額
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質問
被相続人甲（A社代表取締役）は、元取締役乙の退職に際し、乙が所有するA社株式を買い取るべく、
売買契約締結後、代金支払前に急死してしまいました。被相続人甲の相続財産である株式引渡請求権
はどう評価すればよいでしょうか。

時系列
X年12月13日：A社株式売買契約の締結
X年12月31日：被相続人甲の相続開始
X＋1年1月20日：相続人が売買代金を支払い、株券及び名義書換書類を売主乙から受領

A社株式売買契約の要旨
売主：乙
買主：被相続人甲
売買価額：77,000,000円（7,000株×11,000円/株）
代金支払時期：X+1年1月20日（同日に売主から株券、名義書換書類の交付）

Ａ社株式の通達評価額
大会社のため21,000,000円（7,000株×類似業種比準価額3,000円/株）



9．売買契約に基づく買主の非上場株式引渡請求権の評価
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回答
株式引渡請求権（債権）の評価方法は評価通達に定められていないので、評価通達に定められている評価方法に準
じて評価することになります（評価通達5）。

評価方法として以下2つが考えられます。
①評価通達204（貸付債権の評価）を準用：77,000,000円（債務として未払金▲77,000,000円）
②評価通達178（取引相場のない株式の評価）を準用：21,000,000円（債務として未払金▲77,000,000円）

ご質問の株式引渡請求権（債権）は、相続開始後すぐに株式（所有権）を取得できる権利（法的地位）であり、
かつ、売買価額と通達評価額との乖離に着目して相続税負担の軽減を目的として売買した事実も認められません。
以下参考1,2も踏まえ、財産評価としては②で問題ないと考えます。

（参考1）
H18.3.22非公開裁決（TAINS:F0-3-125）
→売買契約に基づく非上場株式の引渡請求権の評価につき、引渡しの対象である株式の評価方法に準じるのが妥当
とされた。

（参考2）
国税庁HP質疑応答事例「相続開始時点で売買契約中であった不動産に係る相続税の課税」
→売買契約中に買主に相続が開始した場合、不動産引渡請求権の評価額は原則取得価額としながらも、取得する不
動産自体の通達評価額による申告も差し支えないとされている。



ご清聴ありがとうございました。
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免責事項
◼ 本レジュメに記載された内容について信頼に足る情報源の活用に留意するなど、その正確性に万全を期しておりますが、誤

謬がないことを保証するものではありません。
◼ 法令等について異なった解釈が可能な場合もあり、また、現時点の法令等が将来変更される可能性があります。
◼ 本レジュメに記載された法務に関する領域については、一般的な内容を記載していますが、取引実行に当たっては、租税法

以外の法律の観点から問題がないかどうか、法務専門家に確認くださいますようお願いいたします。
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